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論文内容要　旨
気候変動問題及びエネルギー安全保障-の対応のために,我が国では使用済み燃料の再処理を含めた核燃料サ
イクルを推進し基幹電源として原子力発電の利用を拡大する方針である.放射性廃棄物の処分は原子力政策上の
大きな課題であり,商レベル放射性廃棄物は2000年6月に公布された｢特定放射性醒葉物の最終処分に関する
法律｣において,地層処分することが定められており,この法律に基づき現桂,最終処分場陸橋地を選定中であ
る.日本の地層処分挽念では,放射性核程の漏えいや拡散を防止するために人工バリアシステムと岩盤を組み合
わせた多重バリアシステムを採用している.人工バリアは　高レベル放射性廃液のガラス同化に用いるガラス,
ガラス固化体を収納する円筒形の金属容器であるオーバーパック,オーバーパックを保護する粘土と砂の混合物
である緩衝材で構成される.過去の研究において緩衝材は図1に示す力型のブロックに圧縮暁形して搬送する方
法がリファレンスとされているが,ブロック間の隙間から地下水が早期に浸入する可能性があり,これを抑制す
るという課題がある.人工バリアの配置に関しては図2に示す主に2種類の方式が検討されており,人工バリア
の定固生に優れた処分孔竪置き方式がリファレンスとされた.掘削･埋め戻し量が少ない代替案である処分坑道
横置き方式はコスト削減の可能性を有しており,同方式の作業効率を改善する焼金として図3に示すPEM方式
と呼ばれる人工バリアの施工枕念が提示された. PEM方式の人工ンヾリアを処分坑道横置き定置方式は　大型の
大重量物を狭あいな坑道内で搬送する手法の開発が課題である.
本研究では,処分抗道横置き定置の技術課題である緩衝材ブロック隙間に関する課題の解決方法として一体型
続開材を, P団Mパッケージの搬送･定置の課題を解決方法として,空圧による荷重分散支持を用いたPEMの
搬送･定固既念を提案する.
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一体型緩衝材とは継ぎ目のない大型のカップ型緩衝材である･一体型緩衝材の技術的成立性を提示するため
には･単に圧縮戎形可能というだけでなく･大型の緩衝材圧縮成形体を破損させることなくハンドリングが可能
であることを提示する必要がある･本研究では･まず大型の一体型緩衝材が製作可能であることを提示し,さら
に縦向き姿勢及び横向き姿勢でのハンドリングが可能なことを示した.
一体型緩衝材は従来の力型緩衝材ブロックと比較して大型で複雑な形状をしているため,リファレンスとされ
ている力型緩衝材ブロックの製作で用いられた一軸圧縮では製作できない･また緩衝材に用いる粘土は温度が
00℃以上で変質するためカ轍することはできか･本研究では産業界で粉体の圧絢鋤こ用いられる技術のうち,
CIP (伽d lm･8tatic Pressing :冷間当方圧縮)を提案した･ cmは麟理が難しく勘虹が必要な点,成型
に時間を要する点(50～00分程曲が欠点であるが･憤れ､形状および寸法に適用できる点, -様な密度の圧縮
成型体が作成可能な点が利点である･また･均質で幅広い形状,寸法に適用できるというcmの特徴は,一体型
緩衝材の製作方法に要求される条件と合致している･ CHの適用性を確認するとともに,成形条件を把握するた
めに･成形圧力をパラメータとして小型の円筒形ブロック緩衝材の成形実験を行った.実験の結果緩衝材材料
鮎土と砂の混合物)を成形可能なことを確認し･ -成形条件として砂混合率20%,目標乾燥密度2.的m3
の場合の成形圧力63･7Waを得た･この成形条件を用いて外径l･16m,高さ16m,厚さ0.28mの大型成形体
の成形実験を実施した･実験の結果図4に示すとおり大型成形体を製作u賊加工で外面を成形することが可
能であり･図5に示すとおり目標乾燥密度2･0畑を確保できることを確認した.また,砂混合率のばらつきが
十分に小さいことを確認した･以上より･ CDを用いた大型の一体型緩衝材が製作可能であることを確認した.
続開材ブロック嘲舵の圧縮暁形体であり金属材料と比較して強度が低いことから,荷重を分散支持して応力
集中を防ぐ必要がある･これに加えて･狭あいな場所でのハンドリングを考慮した場合,一体型緩衝材の外側面
を使用しないハンドリング方法を採用する必要がある･これらの制約条件を満たす､ンドリング方法として横置
き状態の場合倒菜棄体を収納する孔の内面をフォークで支持するフォークリフト方式を,縦置き状態の場合は一
体型緩衝材の上面を真空吸着する真空吸着把持方式を提案した･フォークリフト方式で一体型綬嗣劾搬送可能
なことを確認するために･図6に示す試験装置を用いてフォークで一体型緩衝材をハンドリングした場合励口わ
る振動を模擬した振動試験を実施した･試験には製伸輔錮挨験で製作した大型の一体型緩衝材を供試体として
使用し･試験条件は正弦勘帳で最期睡度o･3G･ 0･6G･ 0柑勧腿踵の試験時間を75分とした.試験前,
中･後の外観確認の結束供試体が健全であることを確認した･この結果に基づき,大型の俳論体に対応したフ
ォークリフト方式の搬送装置を用いた搬送実験を実施し同方式で搬送可能であることを確認した.真空吸着把持
方式に関しては･緩衝拗湘送可能なことを確認するために,小型ブロックを用いた基礎試験を実施し,真空吸
着パッドの形式を選定するとともに大型の真空吸着パッドの性能を予測した･試験の結果から,市販の真空吸着
パパでは十分な性能を発揮しないことを確認し･本装置専用の真空吸着パッドを開発した.この結果に基づき
図7に示す大型の真空吸着試験装置を試作し･吸着力の測定実験を行った･実験の結果安全率(吸着力と搬送
物重量の比)として2･飴を得た･さらに･図8に示す大型の供試体を使用したハンドリング実験装置を製作し,
真空吸着把持を使用して大型の一体型緩衝材の昇降が可能であることを確認した.
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処分坑道横置き定置方式では,図9に示すように,搬送･定置装置でPEMパッケージの荷重を支持して搬送
し,定圃遺臣で停止してPEMパッケージを搬送･定置装置から荷降ろしするという手順でPEMパッケージを
定置する･安全評価上の制約等から,パッケージと処分既達とのクリアランスを畑mmと想定しており,坑道内
径2･22mに対して,外形2.14m,長さ3.Ism,質量約248のパッケージを安全かつ確実に搬送･定置すること
が課題であり,特に40mmの隙間に配置可能で248の質量を荷重分散支持する機構の選定が大きな課題となって
いた.荷重を分散支将する方法は複数あるが,地層処分における制約条件である坑道側に有機物等を残すことが
できない点,細田皿のクリアランスに配置可能な点,水を使用できない点等の条件を考慮した結果空圧支持を
選定した.搬送時の荷重支持隣膳としては空圧支持方法のうちエアベアリングを選定した.エアベアリングはス
カート状のゴム膜と搬送床に囲まれたエリアの圧力を高めて荷重を支持するとともにスカートと搬送床との間に
生じるエアフイルムにより理論的に樹駈茎時の摩擦力を荷重のul00以下に低減することができる装置である.
エアベアリングを使用する場合,搬送面の平滑性は要求されるが設備を設置する必要はないため,搬送時の荷重
支持戦膳に適していると判断できる.
処分坑道は円形断面なので,円筒内面をガイドとすることで処分坑道に沿って走行することは可能であるが,
搬送ロボットがロール(進行方向を軸として軸周りに回転する動作)する可掴生がある.仮にエアベアリング装
置と共にロールすると,エアベアリングの位置が変わるので許容荷重が減少し荷重が支持できなくなる可軸物ミ
ある･したがって,パッケージを確実に搬送するために,駆動システムでロールを抑制する必要がある.姿勢制
御に関してはセンサと運動して能動的に姿勢を制御する方法が考えられるが,搬送装置の構造や制御が複雑にな
る･本研究では回転方向と直角方向に移動可能なZENWh∞1 (2自由度車輪)を用いることで装置がロールした
場合　自律的に姿勢を復元する機膳を提案した.
定置作業において,パッケージを処分坑道に設置する場合,エアベアリングをパッケージの下から退避させる
必要がある･したがって,エアベアリングを退避させる際にパッケージの荷重を支持する機晴が必要となる.除
荷のための荷重支持陽樹輔重を支持したまま移動する必要はないが,前述のとおり処分坑道とパッケージとの
クリアランスに配置し,荷重を分散支持可能な機構でなければならない.本研究では薄型で荷重分散支持可能な
続騰としてエアバック式のエアジャッキを使用したシステムを提案した.
以上の検討結果に基づ5,図10に示す装置にエアベアリングによる搬送中の荷重支持, ZENWh鉾1によるロ
ー/抑制,エアジャッキによる定置機膳を組み込んだ.鎖作した装置は寸法が実機の約1mである.この装置を
用いて搬送から定置,装置の退避に至る-一連の動作を検証した.図11は走行中にロールが発生した場合の装置
の挙動を確認したものでZENWh∞lを用いた機構が作用し,装置の姿勢が復元していることがわかる.図12,
図13に示すとおり,模擬処分坑道の入り口から走行し定置位置で停止しエアジャッキを用いてエアベアリング
から除荷しエアベアリングを供試体下から回収し,エアジャッキの空気を抜いて定置した後,装置を初期位置ま
で後退させる一連の動作が可能であることを確認した.
エアベアリングとエアジャッキに関しては,実機の条件を仮定し性能計算を実施した.エアベアリングに関し
ては,ある程度の範囲で市販品と同等の性能の装置が適用可能であるが,エアジャッキに関しては,定置後に処
分坑道とパッケージの隙間から回収可能という条件が厳しいため,設計自由度を増加するためには薄型のエアジ
ャッキを使用する必要がある.
本研究の成果としてcmを使用した大型の一体型緩衝材が製作可能であることを示した.また製作した大型の
一体型緩衝材をフォークリフト式支持により横向きでハンドリング可能なこと,真空吸着把持により縦向きでハ
ンドリング可能なことを示した･さらにエアベアリングによる搬送時の荷重支持機膳とエアジャッキによる荷降
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ろし隣膳を併用した搬送･定画隣膳を提案した.搬送中の装置のロール動作によるエアベアリングの荷重支持力
低下を抑制するために2自由度車輪を用いたロールの自律的な修正隣膳を提案した.これらの機構を組み合わせ
た搬送･定置ロボットを製作し,搬送･定置実験を実施して提案したシステムが一連の動作を実施可能なことを
示した.本研究において,一体型緩衝材の板金および空圧による荷重分散支持を用いた搬送･定固焼金を提案す
ることにより, PEM方式を使用した処分坑道横置き定置の課題である緩衝材ブロック隙間の課題および搬送･
定置の課題を解決する方法の可能性を検討した.しかし,実験設備の制約等により実規膜での実験には至ってい
ないため,スケールアップのための設計検討を実施する必要がある.
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論文審査結果の要旨
使用済み核燃料の再処理作業で発生する､高レベル放射性廃棄物の地層処分において､廃棄物や人工
バリヤの搬送･定置は核燃料サイクルにおける地層処分完了後の安全評価にも影響を及ぼす重要な作
業である｡本研究は一体型緩衝材とPEM (Pre-assembled Engineering barrier system Module)方式
による処分坑道横置き定置方式の可能性を検討したもので､全麗6章よりなる｡
第1章は序論であり､本研究の背景と目的を述べている｡
第2章は小型ブロックから構成される人工バリヤの､ブロック間に生じる隙間の問題を解決するこ
とを目的として･緩衝材ブロックの主要部分を一体成型する一体型緩衝材の枚念と､処分坑道横置き定
置システムを前提とした･ P棚の荷重分散型搬送･定置システムの概念を提案するもので､極めて重要
な成果である｡
第3章ではベントナイトとけい砂からなる緩衝材を､冷間等方圧縮技術を用いて一体成型する方法
を提案するとともに､実規模形状の70%スケールの一体型緩衝材の成型体を製作し､所定の乾燥密度と
けい砂混合率を持つ一体型ブロックを精度良く製作できることを示したもので､これは有用な知見であ
る｡
第4章は前章で製作した一体型緩衝材のハンドリング方法を提案している｡実環境でのハンドリン
グを想定した一体型緩衝材の加振試験を行い､成型した一体型緩衝材が十分な強度を持つことを示すと
ともに･実際にハンドリング試験を行い､一体型緩衝材のハンドリングが問題なく行えることを示して
いる｡これは有用な成果である｡
第5章では･ PEMを用いた処分坑道横置き定置方式を想定して､エアペアリングを用いた空庄支持荷
重分散型搬送システム･ 2自由度車輪を用いた坑道内姿勢制御機椿､エアジャッキによる除荷システム
から構成される搬送･定置ロボットを試作し､実験によって､ PEMとのクリアランスが小さい狭隆な処
分坑道内でのPEMの搬送･定置作業が可能なことを示すとともに､実規模システムでの成立性について
検討している｡これは有効かつ重要な成果である｡
第6章は結論である｡
以上要するに本論文は.一体型緩衝材とPEM方式を用いた処分坑道横置き定置方式の搬送･定置シス
テムを提案し･その可能性を検討したもので.バイオロボテイクスおよび機械工学の発展に寄与すると
ころが少なくない｡
よって､本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める｡
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